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はじめに

本誌第182号に｢資源探査衛星｣と題してアメリカ

合報国におけるrEROS(EarthResourcesObservation

Sate11ite=地球資源観測衛星)計画｣について述べそ

の前段階の実験としてERTS(Ea廿hResourcesTech-

no10gySate11ite)｣が打上げられる予定であることにつ

いてふれた.昨年6月に入ってこのERTS計画が

具体的た形で公表され国連のOuterSpaceA丑airs

Divisionを通じ外交ルｰト経由でERTSチｰタの応

用に関する研究への参加が加盟国および専門機関に対

して呼びかけられるにいたった(Oppo工tunitiesfOrPar-

tic三pationinSpaceF1ightInYestigation.1Mlem-orandum

Change281970年6月2目付).

この呼びかけに対して日本政府は早急にその態度を

決定する必要に迫られ各方面で種々検討が行たわれつ

つある.とくに科学技術庁研究調整局では従来から

この種の実用衛星を重要視して基礎的調査･検討を進め

ており卓遠｢資源衛星デｰタ判読技術に関する検討会｣

を発足(1970年!2月21目)させた.この検討会は

197!年3月末目を目途としてERTS計画の研究への参

加形態と参加項目の審議さらに4月以降参加決定に伴

う事後措置判読技術育成に関する長期方針について継

続審議を行たうものである.

以上のようだ政府機関の動きもさることなカミら今回

具体的た形で公表されたERTSはどのような探知装

置(SenSOr)を備え地球資源についてどのようた情報
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を獲得しようとしているのか?地球表面に生活しそ

こで地学の問題にとり組んでいるわれわれにとって非常

に興味深いものがある.

MemOr狐du蛆Cha皿ge28の要点

目的:1972および1973年に打上げられる地球資源

技術衛星(ERTS-AおよびB)からの地球資源観測デｰ

タの応用に関する研究への参加要請

前提1NASAは19ラ2年および1973年に2個の地球

資源技術衛星を打上げる.これら両衛星には次のよ

うだ探知装置が搭載される.

多波長帯域テレビカメラ装覆

多準長帯域走査装置

地球上既知点の観測装置からのデ^タ収集装置

上記の探知装置によって得られるデｰタは研究参加者

に対して次のような形で配布できる.

多波長帯域白黒

再合成カラニ赤外

再合成スペクトロソナルカラｰ('ブルｰ)

コンピュｰタｰ用デジタル磁気テｰプ

上記1～3は印画陰画(ネガ)および透明陽画(ダ

イヤポジ)の形で配布できる.

研究参加申請:申請についてはNASAHandbook

(NHB)8030'･1A参照のこ'と.･このHandboo良は

C1eaエingHouseforScien舶｡Technica1Infom1atioI1

(No.69_75724),Spring丘e1d,Verginia22151,U.S.A.

で入手できる.

外国からの参加申請は各々それぞれの宇宙関連の政

府機関を経由してNASAのO舐｡eofIntemationa1

A丘airsに提出する.それ以後は国内からの申請と全

く同一に破り被われる.採択された研究については

それぞれの国家機関とNASAとカ嶋カして種々の取計

いをする.ただし研究資金の交換は行たはない.

､NASAおよびくれぞれの国家機関はそれぞれの責務を

.果たすための費用を負担ナる.

第1図ERTSのスケッチ(西尾元売による)�
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情報:申請研究はERTS-AおよびBによ二･て

得られる観測デｰタの地球資源分野への利用を目的とし

た科学研究調査分析であることが切に要望される･

さらに申請研究は地球資源の把握のために宇宙か

らの観測デｰタの利用法の肉上さらにそれらの地球資

源の管理への積極的利用に貢献するものであること.

申請には研究6目的研究の方法期待される成果

を略述する.とくに期待される成果については予期

される宇宙からのデｰタと他の方法(地上あるいは航空

調査)からのデｰタとの関連について記述する.NA-

SAによって整えられるべきデｰタの形数量を明らか

にし研究に必要た施設について概説する.研究施設に

ついては研究者の所属機関あるいは政府によって整備

されることにっいての確認を必要とする1デｰタの入

手について研究者の手許にいたるまでの時間･速度を記

入する.ERTS-Aのデｰタについての研究参加申請

は1971年4月15目まで同Bについては1972年4月15

日を締切りとする･

地球資源

先に進む前にERTS計画さらにその最終ゴｰノレで

あるEROS計図で地球資源(Ea此ResOurces)とい

われている資源の概念についてのはっきりした認識が必

要であろう.これら両計画恋らびにこれらに先行する

種々の研究･調査･検討に関するプロジェクトは総合し

て｢地球資源計画=Ea･thResOurcesP･0gra㎜)｣と

呼ばれている.われわれは資源といえば従来の概念

から地下資源農林水産資源だと本然資源だけを考えカミ

ちである.しかしながら最近では人類の存在のため

に欠くことのできない大地水空気なども環境資源

(enV三r㎝Inenta1reSOu工CeS)と称して広い意味下資源の

中に含められつつある.地球資源計画で資源といわれ

ている範囲はさらに広範囲のものを含んでいる.この

点1968年8月におけるウィｰンの国連会議に提出された

BackgroundPaperNo.13によって非常によく理解

することカミできる.すたわち同Paperでは地球資

源を次のように分類している･

1.人類の生存の基礎となる原料:食物･清浄な空気･新鮮な

水

2.近代文化の維持に基本的な原料:燃料･鉱物･水

3､より深く理解し統御することによって人類の生滝レベル

を向上させる自然現象:大気現象地質･地球物理的営力

海洋現象環境と人間活動との間の相互作用(地理)など

1および2については今さら説明する必要はないが

3については若干の説明が必要であろう.上述のうち

大気現象を!例としてとりあげてみよう.天候は人類

がこの世に出現して以来ずっとその生活に大き次影響を

与えて来た.しかしたがらわれわれ人類は気まぐれた

天候を受身に切り抜けつつ生活して来たのである.い

ま天候の根源である大気現象を完全に把握することが

できさらにこれを自由にコントロｰルすることができ

るとするとそこに生れる利益にはかり知れないものが

あることは容易に想像できる.そこまでは行がたくと

も向う1週間の天気予報が確実に行たわれるようにな

れば天候だけは世界中のあらゆる人々が等しく影響を

受けるだけにその恩恵には実に欠きたものカミあろう.

また環境あるいは自然と人間活動との間の相互関係

の理解は学問上地理学の分野に入るがある場合には

人間が積極的に両者の関係の変更あるいはコントロｰノレ

を行なう必要がある.こういった観点から地理の理解

も1つの重要た資源と考えられているのである･

ERTSの軌道

本誌第194号｢人工衛星の軌道｣で述べたように地

球資源探査のための衛星の軌道は観測結果の解析を簡

単にし観測範圏および分解能が均一にたるようにする

ため地球表面から探知装置までの距離カミｰ走となるよ

うた円軌道であることが望ましい.また一定の観測条

件(太陽の照射角度)で全地球表面を反覆カバｰするた

めに太陽同期軌道であることカミ望まれる｡

したがってERTS(第1表)では円軌道(偏心率

0)で太陽同期とするために高度g12,423k皿に対し

て99,088｡の軌道傾斜角が与えられている(本誌194号

p.26第1表).さらにERTSの昇交点における時間

は21時30分とされている.このことは何時も同じ地

方時に赤道を通過するように計画されているのである.

つまりERTSは南に向かって打上げられ地球の反対

側にまわって21時30分に北向きに赤道を横ぎり軌道に乗

るのである.このとき180｡反対側の地点の地方時は9一

時30分でありERTsは周期の半分(1.72時間/2)おく

れた時間に北から南に向かって赤道を横切ることにたる.

この間における地球の自転量は12.84｡であってこの量

だけ昇交点の対せき点から東へずれた所を通過すること

にたる.24時間後すなわち地球の1自転後における

軌道のサブポイントトラックと24時間前のそれとのず

れは西へ159,486量mである(第2図).地球の1自転毎

にこの最だけ逐次サブポイントトラックが酉へ移動し

18日間(251周)毎に等間隔(159,486km)で地球全面

をカバｰすることになる(第1表).さらにこの衛星の

軌道傾斜角は99,088｡であるから南北に180㌧99.08ポ�



第1表ERTS軌道パラメｰタｰ

軌道バ

高

傾斜

周

偏心

ラメ

度

月

期

率

昇交点における時間

タｰ公称軌道

地球全磁1周カバｰ所要時間

赤道上隣接サブポイントトラック間隔

912,423km(492.35n.㎜三.)

����

6196,015秒

　

21耳寺30ラ土

18目(251周)

159,486k工n(86.06n.lI1i.)

=80,912｡に相当する緯度までをカバｰすることにたり

極付近だけを除いてほとんど地球全面をカバｰする.

搭載遠隔探知装置

多波長帯域テレビカメラ装霞(亙思双;跳細m腕a㎜Vid三一

｡Φ巫)

多波長帯域テレビ(リタｰンビｰムビデコン)カ

メラ装置は3つのカメラからなり同一地域をそれぞ

れ異たった波長域で記録する､すたわち波長分割方式

をとっている.1枚の映像に記録される範囲は軌道

高度をg19km(496n.mi)として185.32×185.32km

(100×100n･mi)である.その仕様の要点を示すと第2

表の通りである.

映像は衛星カメラノ･ツチから鉛直方向を規準するカメ

ラ灘によって連続的に撮影リｰドアウトされビデオ

信号は地上局における磁気テｰプに記録される.露光

時間は812あるいはは16ミリ秒リｰドアウトに要す

る時間は3.5秒であり25秒間隔で撮像されることにな

る.第2表の通り隣接サブポインド間の重複率は10

%であり立体観察は考慮に入れられていない.事実

上16.2｡という視野では衛星の高度からみて地球の曲率

や地表面の凹凸は無視してもよい.すなわちここで

得られる映像は正射投影とみてよい.25秒間隔で撮像

､軌道N刊(M†帽)

軌道吋閉十円)

24時間後のサ

ブポイントト

ラックのずれ

第2表多波長帯域テレビカメラ装置(RBV)仕様

映像範顕185.32×185.32k㎜(高産919㎞)

カメラNo.1カメラNo.2カメラNo.3

波長帯域(μ)O.475～O.5750,580～O.6800,690～0,830

分解能(テレビライン)4.5004.5003,400

周辺分解能(中心に対する百分比)808080

映像ひずみ(最大)1%1%1%

画劃サイズおよび中心の変動(最大)±2%±2%±2%

映像重複率(サブポイントトラック間)ユO%工O%10%

視野(対角線上)16.2.16,2.16.2｡

濃度スケｰル(■身刻み)10108

信号雑音(S/N)比(db)333335

されるとしてERTSの地上速度から割出すとコｰス

上で隣合う映像の重複率は約13%となる.地上局で受

信された信号から磁気テｰプおよび映像が作られ選

択された映像については偏歪修正がたされる.これ

らのデｰタについて時刻位置恋どの注記が付される

ことはもちろんである(後述).

多波長帯域走査装蟹(盟SS=珊泌肘i･Sp㏄雀r厘亘Sc胴皿i皿g

Sy就e㎜)

ごめ装置は多波長帯域放射測定走査装置(皿u1tLs脾

｡tra1エadioInetricscamersyste皿)ともいわれ一定

の視野をもった光学系で直接対象物の表面を走査しそ

の表面からの電磁波放射あるいは反射エネノレギｰ強度を

波長城毎に分割して記録する装置である.衛星あるい

は航空機に搭載される装置では回転する走査機構によ養

って左右の走査を行ない前後方向は衛星の進行成分に

よってカバｰされる.したがって対象物表面の放射

あるいは反射エネルギｰ強度分布を面としてとらえるこ

とができる.ERTS-Aでは可視域から近赤外域まで

の波長域を4つの帯域に分割して記録し同Bではこの

ほか遠赤外域の10.4～12.6μの波長域を検知記録する

第3表多波長帯域走査装置｣

映像範囲

波長帯域(μ)

1チャンネル

2チャンネノレ

3チャンネル

4チャンネル

5チャンネル

分解能(地上)

1～4チャンネル

5チャンネル

放射測定レンチ

マッピング精度

軌道を中心として185.32と㎜幅地上走査速

度646.76㎞ノs㏄(高度919kmとして)

O.5～O.6

0.6～0.7

0.7～O.8

0.8～1,1

10.4～12.6(ERTS-Bのみ)

70.1皿

㈱��

42db～29db(帯域による)

ユ85,32×370.64k㎜の映像範囲で37.06k皿一

衛星の姿勢変動率によって左右される�
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チャンネルが加えられることになっている(第3表).

この走査装置はテレビカメラのデｰタをバックアッ

プする目的で搭載されるのである.すたわちテレビ

カメラによる波長記録限界カミ0.83μのところにあって

緑色の植物体の赤外線反射の肩に当る部(O.95μ)をカ

バｰできないことからそれを補う意味で搭載されるこ

とになったのが1つの欠きた理由である.さらにこ

のデｰタは放射エネルギｰの直接検知のデｰタとして

重要な意味をもっている.またERTS-Bにおける

第5チャンネノレの10.4～12.6μ波長域は対象物表面の

常温付近の温度差の測定を目的とするものである.

地球上既知点の観測装蟹からのデｰタ収集装霧

ERTSには上記2つの遠隔探知装置のほかに地球上

の既知点におかれた観測装置からデｰタを収集する装置

が搭載される.本誌第182号｢資源探査衛星｣の記事

中第1表のea･thbasedsenso･s(地震計流量計温

度計だと)のデｰタを受信し地上にテレメトリｰする

機構である.これら地上において直接観測されたデｰ

タは上述の2つの探知装置から得られたデｰタの解析

のための重要な指標となるものである.現実問題とし

て大洋の真中や山間避地の場合観測点がおかれたとして

も地上通信施設の設置維持には莫大な費用を要する.

さらに災害時においては地上通信施設の信頼性はきわめ

て低いものとなる.これらの点を考慮すると衛星を

利用するテレメトリｰ方式の方がはるかに信頼性があ

りかつ経済的とさえ考えられる.

一方衛星に点あるいは線に沿ってのデｰタが得られ

る観測装置が搭載できるとしても衛星の姿勢変動によ

ってその位置付けの精度カミきわめて悪い.たとえばテ

レビカメラ装置による映像中心位置の変動をみても±2

%(第2表)とかたり大きい.さらに走査装置に至っ

ては走査速度が比較的におそいために速度の遠い衛

星の姿勢変動(縦揺横揺偏揺)によってきわめて敏

感に影響されマッピングの精度はさらに低い.これ

は衛星からの探知装置として対象物の関係位置を2次

元の形で表示出来る映像表示型のものが選ばれる理南で

もある.したカミって当然の結果として地上設置観測

装置のからのデｰタ収集が考えられるのである.

ERTSによる地上デｰタ収集方式の実施目標としては

アメリカ合衆国大陸部およびその周辺の約1,000にのぼ

る観測点の各々から12時間以内の蒔聞間隔でそれぞれ

の観測デｰタを受信できるようにしようとしている.

そしてこの目標に対する遂行率は95%以上間違った

メッセｰジが受信される可能性は1%以内であろうと見

込まれている.

亙RTSデｰタの処理

ERTSデｰタはアラスカの地上局で受信されNASA

のERTSGromdDataHand1ingSyste㎜で処理され

研究者に配布される.この部門はNASAの有人宇宙

飛行センタｰの23号館の3階におかれ併立する2つの

部分からなる.すたわち飛行と指令を司るOpe附

tionContro1'Center(OCC)とデｰタの処理と配布を

行なうNASADataProcessingFaciIity(NDPF=

NASAデｰタ処理施設)とである.

NASAデｰタ処理施設で行たわれるデｰタ処理作業

はテレビカメラ装置(RBV)および走査装置(MSS)

からのビデオ信号を記録しこれを映像に変換し必要

な注記を付ける作業が根本である.この作業にはカメ

ラの露光時間探知装置のキャリブレｰションについて

の情報撮像時における衛星の軌道高度などを抽出する

作業も含まれ映像の中心点の地理的位置の算出もまた

ここにおける重要た作業の1つである.検査選択さ

れた映像は番号を付けて登録されまた偏歪を修正し

メルカトｰル図法のようだ標準地図投影に変換する作業

も行たう.以上デｰタ処理のごく概要を述べたが

次にもう少し詳しく段階を追って述べる.

先行処理

検波されたRByのビデオ信号は地上局においてビ

デオテｰプレコｰダｰによって2インチ幅のテｰプに記

録(縦方向走査)される.MSSのデｰタは白15.4MHZ

の連続的pCM一ビットの流れ一24(ERTS-A)あ

るいは26(ERTS-B)ビットの流れにして多重送信

され地上基地において28トラックのデｰタレコｰダｰに

記録される.その他管理上のテレメトリｰおよび位置

時間についてのコｰドは両探知装置のためのビデオデ

ｰタと一緒に記録される.これら2つの探知装置の出

力を記録したビデオテｰプは記録後3～4日以内に

アメリカ合衆国デｰタ獲得基地に郵送される.一方管

理上のテレメトリｰデｰタは別の経路でNASAデニ

タ処理施設に送られる.このデｰタおよび軌道計算グ

ルｰプによって作られた軌道テｰプから映像注記テｰ

プが作成される.

次の段階としてすべてのビデオテｰプの映像変換が

行なわれる.露光されたフイルムはすべて写真処理さ

れ前述の注記がほどこされる.品質検査および雲に

よるカバｰが検査されこれを経た全映像の必要た複製

が作られ利用者および研究者に発送されることにたる.

ここまでが先行処理の段階であって1名“大量処

理"ともいわれデｰタが地上局で記録されてから18目

以内に発送できるように計画されている.�
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この段階は文字通り“大量処理"であってアメリカ

合衆国に関する分だけでも1目当り48組(48州について

33組アラスカについて12組)のデｰタ処理量となる.

映像だけについても各組RBVの3チャンネル分

MSSの4～5チャンネノレ分を含むことにたる.

選別

ERTSデｰタの選別は次の2つの段階で実施される.

1.デｰタの品質および雲のカバｰの有無についての選別であ

.り既に述べた大量処理(先行処理)段階での選別である･

大量処理デｰタの再選別であって精密処理あるいは数値

化する必要のあるデｰタの選別である.この駿階の選別

は研究者および利用者によって実施される選別である.

第1段階の選別では!00%雲におおわれたデｰタお

よび全面にわたって全くコントラストのないデｰタ以外

は全部複製されて申請者に配布される.研究参加者

あるいは利用者はフイノレムコピｰを検討したうえで

必要た映像にっいてきらに精密な処理あるいは数値処

理を要求することができる.この段階が第2の選別で

ある.この段階で選別されたものが次の追加処理の対

象となるのである.

追加処理

選別されたデｰタの追加処理には2つの基本的た業務

がある.

1.アナ回グRBVテｰプの数値化数値化MSSビデオデｰ

タの製作注記およびコ1■ドユｰタｰによる読取可能なデ

ジタルテｰプの作成.

2.映像デｰタの精密処理業務はRBVデｰタの登録カメ

ラ装置のひずみの幾何学的修正カメラ感度のキャリブレ

ｰションMSSデｰタについての衛星の高度変動による

映像のひずみの補正標準地図投影図法への変換などを含

む.この処理では映像のエンハンスメントも行なわれる.

ここで処理される製品の形は種々の写真フイルム印画

デジタル磁気テｰプであるがその処理能力には限界があ

る.すなわちMSS映像のデｰタのコンピュｰタｰテ

ｰプ化は全体の10劣全RBVおよびMSSデｰタの5

%の精密処理がその限界である.このほかにRBVデｰ

タの1%を数値化する能力がある.地上位置の精度の向

上のために地図あるいは正射投影写真が使用される.

以上のほかNASAのデｰタ処理施設では利用者

のためにマイクロフィルムによるデｰタファイル撮像

範囲カタログサンブノレ製品カタログデｰタの検索

参考資料(標準地図帳･地図)など種々のライブラリ

ｰサｰビスをも計画している.

おわりに

この計画のゴｰノレは｢地球環境内の状況とそこにおこ

りつつある変化とを地球圏外から早い速度で反覆観測

しその情報をリアノレタイムで人類に伝ネかつ理解さ

せるEROS衛星｣を打上げることであろう.この種の

衛星の実用例はESSATIROSNIMBUSなど一連の

気象衛星にみられる.これらの衛星からの観測デｰタ

が気象観測一天気予報一一に利用されるようになって

からかれこれ!0年位にたるだろう.わカ酒の気象庁で

もこれらからの観測デｰタをリアノレタイムで受信し

毎日の天気予報に利用している.日本におけるアンテ

ナで受信できる範囲は東経110度付近から太平洋の真中

目付変更線の付近までにわたっている.例をESSA

にとると軌道高度1,450k㎜位で115分内外の周期で

飛び108幻視野の観測装置を備えている.このような

気象衛星の出現までは直接1的た方法であれ間接的た

方法であれ全地球面をカバｰする方法は全くなかった

のである.また可視域の探知装置による雲の分布の

マッピングは目中しか出来なかったが赤外線装置の利

用によって夜間のマッピングも可能となったのである.

また雲のないところでは地球表面の温度分布のマッ

ピングが昼夜にわたって可能どたり地球表面の熱収支

に関するデｰタカミ提供されている.

大気現象のスケｰノレは非常に大きい.したがって

かなり粗い精度(低分解能小縮尺)のマッピングで十分

である.しかし地球上の人間活動に対応する自然のパ

タｰンをマッピングするにはより高い分解能と大縮尺

のマッピングカミ要求される.その反面地球表面全面

カバｰ周期カミ気象衛星の1目に対して18目とかたり長く

なり分解能および縮尺も2ケタ以上細かくたり気象衛

星程広い範囲にわたって厳密た同時性をもった情報の獲

得は不可能である.しかしたがら少なくとも185k㎜

×185k㎜(秋田県の面積の3倍鳥取県のそれの10倍に

相当する)にわたって同時性をもったデｰタｰを得ること

は現在の航空機を以ってしては不可能たことセあり18

目周期で地球全面をカバｰすることも実に素晴しいこと

である.これらのデｰタの利用面について各分野で各

々専門の立場から真剣に検討する必要があるのではある

まいか?この実験衛星が成功して気象衛星デｰタの

ようにそのデｰタをリアノレタイムで入手できるようにな

るのも近い将来のことではなかろうか?

(筆者は応用地質部)
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